
（様式第８号）

財　　産　　管　　理　　台　　帳

事業主体名

施設名称

施工箇所

設置場所

計

計

合　計

（注）１ 「処分制限年月日」の欄には、処分制限の終期を記入すること。

　　　２ 「処分の内容」の欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記入すること。

　　　３ 「摘要」の欄には、譲渡先、交換先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。

　　　４　この様式により難い場合には、処分「制限期間」欄及び「処分の状況」欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。
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耐用
年数

処 分 の

内　　容
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（様式第９号）

　番　　　　　　号

　年   　月   　日

　　佐賀県知事　　　　　　　　様

　　 補助事業者　住所

　　　　　　　　 氏名

　　　　　　　　　　 　　年度仕入れに係る消費税等相当額報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号により、補助金の額の確定通知があった

　　　年度佐賀県ふるさと木材利用拡大推進事業費補助金について、佐賀県ふるさと木材利用

　拡大推進事業費補助金交付要綱第９条３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

　記

１　佐賀県補助金等交付規則第１３条の補助金の額の確定額　　金 円

　　（　　年　　月　　日付け　　第　　　号による額の確定通知額）

２　補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額　　金 円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係　　金 円

　　る消費税等相当額

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　金 円

（注）　事業実施主体別の内訳資料及びその他参考資料を添付すること


